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土地・建物税の新規制  
 

2014 年 12 月 30 日、インドネシア財務大臣は土地・建物税（Pajak Bumi dan Bangunan/PBB）に関し

て新たに複数の財務大臣規則を公布しました。全ての土地・建物税課税物件に適用される従来の規則と

は異なり、これらの新規則は林業、プランテーションおよび鉱業分野にのみ適用されます。当該分野以外

の土地・建物税課税物件は地方税・罰則法により統轄され、土地・建物税法 No. 12/1994 は今後適用さ

れなくなります。 
 
新たに公布された財務大臣規則は以下の通りです。 
1. 土地・建物税の登記およびデータ収集手続きに関する規則 No. 254/PMK.03/2014（第 254 号） 
2. 土地・建物税の監査の手続きに関する規則 No.256/PMK.03/2014（第 256 号） 
3. 土地・建物税の税務査定書発行手続きに関する規則 No.255/PMK.03/2014（第 255 号） 
4. 土地・建物税の税務異議申立手続きに関する規則 No.253/PMK.03/2014（第 253 号） 
 
これらの規則は制定から 30 日後（即ち 2015 年 1 月 29 日）に効力を生じます。またこれらの規則では、

書式および手続きの詳細は国税総局規則において規定されると明記されています。  
 
一般的に、上記の新規則で明記された手続きは、2009 年法律第 16 号、即ち国税総則法（Ketentuan 
Umum Tatacara Perpajakan/KUP）にて統轄されるその他の税に適用される手続きと一致しています。

しかし、土地・建物税法には依然として 1994 年当時の旧国税総則法に基づく複数の条項が存在し、これ

らの条項は 2009 年の新国税総則法における変更点が反映されていません。従って、土地・建物税法で

扱われていない 2009 年の新国税総則法下の規定は、上記の新規則ではカバーされていません。
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その他の税と比較した場合の土地・建物税の特徴の一つに、課税物件の登記とデータ収集のステップが存在すること

が挙げられます。この点について以下に財務大臣規則第 254 号下における変更点をまとめました。 
 
• 従来の規則と同様に、土地・建物税課税物件は納税者による登記または税務署によるデータ収集による登記が可

能です。上記のいずれの方法をとっても、納税者は課税物件申告書（Surat Pemberitahuan Objek Pajak/以下
「SPOP」）の受領から 30 日以内に SPOP への記入を求められます。また、この 30 日間の期間をさらに 14 日間延

長することが認められる場合もあります。  
• 納税者が提出したデータと税務署が収集したデータの間に相違がある場合、税務署は納税者に説明を求めること

ができ、また納税者はすべての必要な調整を行うものと規定されています。 
• 国税総局によるデータ収集のためのマッピング手法が導入され、マッピングは GPS および遠隔データ・イメージン

グ・アシスタンスによる測定方法および地図変換技術を用いて実行されます。  
 

 
 
 
上記の国際税務アップデートに関するご質問等は、お気軽に PwC の貴社担当者にお問い合わせください。 
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